
核家族世帯の増加（家庭環境の変化）  

○ 児童のいる世帯に占める核家族世帯の割合が増える一方、子育て経験を持つ祖父祖母と共に   
暮らす三世代世帯の割合が減少している。  

児童のいる世帯に占める核家族世帯の割合  児iのいるせ帯に占める三世代せ帯の割合  

成3年  平成8年  平成13年  平成18年  

30㌔  

25％  

20％  

15ヽ   

平成3年  平成8年  平成13年  平成1   

（資料出所）国民生活基礎調査  
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．＿ 保育所が取り組む家庭への支援   

保育所における  

二ヽ ＼   

0 育児相談ありと答えた保育所は全体の釣83％である。  

0そのうち、釣92．1％が面接相談、約89．9％がt諸相談、  
約17．7％が育児学級の開催を行っている。  

0 生活面、♯神南での支捷の必要な家庭の有無について  
は、6書l近くの保育所が「いる」と答えている。  

O「いる」と答えた保育所において、その支捷の必要な  
家庭の数を見ると、平均3．6ケースと答えている。  

（資料出所）平成18年社会福祉施設等調査報告  

生活面、精神面での支援の必要な家庭の状況  

（資料出所）全国の保育所実態調査（平成20年・全保協調査）  

20   



子育ての孤立感  

敵城暮卿け引こは  

0  1¢  2山  
J（】  lくl  帥  帥l  

育児うち喀放されて気分転♯1◆る巧路がムれは  

姦Lたいときに話せろ相手錮、わば   

沈痛H力くてい一小チャットなど！．含むl  

子育てに′八、て相疎できる相手がI111げ  

′ミートナーユ；子育て；こレ上帝勒官とっこ  

電際：＝阻i〉る上うi＝た山i  

パーけ一己年育て乃喜びや天資き、   

自分の踵監感を号戸止れ美感してくIl州ま  

1t二番ヤ巨万ブ）」た、亡ご£・でさ川ご  

千里運木7和†る遥輯が増えるなど．   

干どもヤ子ど！虐i＝撼さLた托童に克れげ  

鋸沖凪甘緋二子育てがう重くいけ庁   

子育て．り苦労キ主わーのI．が理抑てくゎ封け  

日分の代±刊1こ子どtl王り蛸そ  

Lてり∫える／．がい九ピ  

ノこ資な州ユ自おだ－†で【1な・こ．胞明弘   

持しょう【こ喘九を絶えていること霊・；別納げ  

子育てが白旗子どい）鴫ないL！く艶）瑚上す   

でふろ♪Lう考え占ち自如；町故紙れば  

子育てぷ自知子ど抽母親な川父親叫畑   
であるという考えを喝摩周琴たなくな九ば  

そこ，、性  

孤立感′り喋赫1曝Lい  

臓望 蜘帆鵬伽l  

帆  2机  4仇  b仇  100t  

母乳専業壬削軒別   

駐掛ハート）（『丁矧   

母乳珊き）h瑚11   

闇  （i国訓   

田上くある  日婚ど紬古  恥よi譲る  ロれ瓜こ帥  

（資料）平成18年慶子育てに関する意識調査葡告暮  
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子育ての負担感   

qニー卓帯革禅家摩町有粧子育ての負担が大きし、、と感じる春め割合が高し ○‥負担感－の内寧を見昂と」「自申年時間が鋳てない1「身体¢疲れ「如†休まらない」が上也を占める  ▼  

■  
＿  

第ト2－35国 子育ての負担感の状況  

女性の子育ての負担感   

0％  20％  40％  60％  80％ 100％  
積で蓋しむ   

出帆きむ  

融細憶帆lので  
如淋f与机l  

子育て掟よる  
舶の鮭相和、  

片親のみ就労等  

時中綿て払ヽ  

（資料）（財）こども未来財団「平成12年慶子育てに関する  

意識調査事業調査報告書」（平成13年3月）  
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資鱒：岸茂男働省「斧2固21世親笠Ⅷ軒註軋（2恥2（草創l）年齢 ：l） 
注内乱宍髄き幕藩の母乳牢藁葺軌P数倍を奴遁平均したものである。   



現行の認可保育所のサービス提供の仕組み  

（現行の認可保育所の利用方式）  

○ 現行制度における認可保育所の利用方式は、  
①保護者が、市町村へ入所希望保育所等を記載の上、申込みを行い、  
②市町村において、対象児童が「保育に欠ける」か否かを判断した上で、保護者の入所希望を踏まえ、   
市町村が保育所を決定する仕組み。   

（市町村に対する保育の実施義務）  

○このような仕組みは、現行制度が、 五虹封に対して、認可保育所において保育する義務（保育の実施義務ユ   
の 

可保育所が利用される仕 
を課しており、この五町村による保育実施義務の履行（公立保育所において自ら実施するか、私立保育所へ委託）を通じ三   

細みであることと密棲に関連。  
（※市町村は、自ら（公立保育所）による保育の実施費用を負担、又は、委託費（私立保育所）を支払い。）  

一 

仁攣野幣督等都府  

（保育の実施義務の例外）  

○また、現行制度における五蜘   
が設けられている。   蛙、その他の適切な保護をしなければならないはする例外  ※「やむを得ない事由」…地域の保育所（認可保育所）全体を通じて受入れ能力がない場合を含む   

※「その他適切な保護」＝・家庭的保育のほか、認可外保育施設のあっせんも含む   

※ なお、市町村の保育の実施に要する費用は、公立保育所については一般財源化（市町村の地方交付税等の一般財源により負担）されているが、   

私立保育所については負担金（国及び都道府県が一定割合を義務的に負担する仕組み）となっており、市町村に対する保育の実施義務とその財源   
確保は切り離すことのできない関係にあることに留意。   

（認可の裁量性）  

○ さらに、市町村の保育の実施義務を履行する受け皿となる保育所の認可制度には、認可権看である都道府県   
に、既存車業者の分布状況等を勘案した上で設置が必要かどうかを判断する裁量が比較的広く認められてい   
る。（→※次回の検討課題）  

《参考》  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抜粋）  

第二十四条 五駐独鼠 保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基準に従い条例で定める事由により、その監護   

すべき乳児、幼児又は第三十九条第二項に規定する児童の塩呈上⊆起ろがある場合において、保護者から申込   
みがあったときは、それらの児童を僅＿喜放畑。ただし、付近に保宣所がない等やむを   
－■子キし＼事ヨか泰吉トときは、そn他巾適切てこ享護をしなければならごい、  

2 前項に規定する児童について保育所における保育を行うこと（以下「保育の実施」という。）を希望する塩護畳   

蛙、厚生労働省令の定めるところにより、珊鼓した邑込量   

を市潤H引こ提出しなければならない。この場合において、保育所は、厚生労働省令の定めるところにより、当該保護   

者の依頼を受けて、当該申込書の提出を代わって行うことができる。  

3 市町村は、－の保育所について、当該保育所への入所を希望する旨を記載した前項の申込書に係る児童のすべて   

が入所する場合には当該保育所における適切な保育の実施が困難となることその他のやむを得ない事由がある場合に   

ぉいては．当該保育所に入所する児童を公正な方法で選考することができる。  

4・5 （略）  
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他の社会保障制度（医療・介護・障害）による  

サ ービス提供  

（給付の必要性・量の判断■それに応じた受給権）  

○他の社会保障制度（医療・介護・障害）においては、  
・診察に当たる医師又は行政（南町村）が鎗付の必要性・量の判断を行い、  

・利用者は、当該判断の範囲内におけるサービス利用について、保険者又は行政（市町村）から盤蛙を  

受ける権利を有しており、基準を満たした保険医療機関又は指定事業者からサービス提供を受ける  
仕組みとなっている。  

（公定価格）  

○なお、サービス費用については、公定価格となっており、保険者・市町村による給付は、（利用者に代理し七）保   

険医療機関又は指定車業者が請求・受領する形式。  

規制を極力少なくしたサービス提供の仕組みの例  

○規制の極めて少ないサービス提供の仕組みの例としては、例えば、以下のような方式が考えられる。  
①利用者は、市町村ヘサービスの希望を申請  
②市町村は、サービスの必要度に応じ給付（利用券又は現金）  

③事業者は価格を自由に設定し、サービス提供。  
利勝剋可能な■稟所については・限乱ない方法も・二重越革を 満した指定事業者のみとするま  

④利用者は、選択した事業者に対し、利用券等に自らの負担を上乗せし、利用料を支払い。  

いす‘れも着京仁  

（利用券等＋自己負担）  
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（参考）サービス提供の仕組みの比較  

（参考1）   （参考2）  

現行の認可保育所の  他の社会保障制度   極力規制をなくした  

サービス提供の仕組み   （医療一介護・障害）による   サービス提供の  

サービス提供の仕組み   仕組みの例   

（1）サービス・給  市町村に対する保育の実施義務  個人に（2）の判断の範囲内の   ・個人にサービスの必要度に応   

付の保障   （※地域の保育所の受入能力が  じた一考額の受給権  

ない等やむを得ない場合は、  

「その他適切な保護」で足りる   

とする例外有り）   費の給付義務   応じた一定額の給付義務   

（2）給付の必要  市町村において「保育に欠け   診察に当たる医師又は行政（市  市町村において、サービスの   
性・量の判断   る」か否か、及び、優先度につ  町村）が給付の必要性・給付量  必要度を判断。  

いて判断。  又は上限量を判断   

（※受入保育所の決定と一体的  

に実施。）  

（3）サービス選   ・基準を満たした認可保育所の  ・基準を満たした保険医療機関  ・基準を満たした指定車業者   

択・利用方法   中から選択（※定員を超える   又は指定車業者の中から選択   の中から選択、又は、市中の   
（契約関係）   場合は市町村が公平な方法で  提供者から自由に選択  

選考。）  
・利用者が指定事業者と契約  

・利用者が事業者と契約  

・利用者が市町村へ、入所希望  
保育所を記載の上申込み  

（参考1）   （参考2）  

現行の認可保育所の  他の社会保障制度   極力規制をなくした  

サービス提供の仕組み   （医療・介護・障害）による   サービス提供の  

サービス提供の仕組み   仕組みの例   

（4）サービスの  公定価格   公定価格   自由価格   

価格   （※国が地域等に応じ市町村へ  （※国が診療行為やサービス毎  （※事業者が自由に設定）  

交付する「保育所運営費負担   等に応じた費用額を定めてい  
金」を定めている。）   る。）   

（5）給付方法   ・市町村が保育所へ、委託費   ・保険者による現物給付   牒」用者に一定額の利用券又は   

（補助方式）   （運営費）を支払い。   又は  現金を給付。  

市町村が利用者に費用の一定割  

合を給付。  ・（利用券の場合）事業者が市  

（※実際の資金の流れとしては、保  
険医療機関又は指定事業者が（利用  

者に代理して）保険者（市町村）に  

請求・受領。（代理受領））   

（6）利用者負担  ・市町村が保護者から所得に応  ・保険医療機関又は指定事業者  ・事業者が利用者から自由に設  
じた利用料を徴収   に利用者がサービス費用の一定  定したサービス価格から、利  

割合を支払い   用券支給額（定額）を控除し  

（※所得に応じた負担の上限有  た額を徴収  

り。）   （→※利用者負担が増大し、所得に  

よって利用機会が十分保障されない  
可能性）   
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（参考）他の社会保障制度のサービス提供の仕組み  
医療（療養の給付）   介護保険   障害（自立支援給付）   保育．（認可保育所）  

（1）サービ   ・保険者に患者（被保険  ・個人に要介護認定の範  ・個人に市町村による給付  ・市町村に「保育に欠け  
ス・給付の  者）に対する療養の給付を  田内のサービス費用の受  決定の範囲内のサービス  る」児童に対する保育の  

保障   義務付け（現物給付）   給権   費用の受給権   実施を義務付け  

（※地域の保育所の受入能  

・保険者が指定医療機関  ・市町村に要介護認定の  ・市町村に給付決定の範  
力がない等やむを得ない場  
合は、「その他適切な保  

護」で足りるとする例外有            に対し、被保険者に対する  範囲内のサービス費用の  園内のサービス費用の－  

保険診療を委託   一定割合の給付義務   定割合の給付義務   り）  

・市町村は自ら保育を実  

施（公立保育所）、又は委  

託（私立保育所）   

（2）給付の必  サービス提供者（診察に当  保険者（市町村）において、  市町村において、全国統  ・市町村において、条例  

要性・量の  たる医師）が給付の必要  全国統一の基準に基づく  ーの基準に基づく障害程  で定める基準により「保育  

判断   性・給付圭を判断   要介護認定により、給付の  鹿区分認定や、障害者を  に欠ける」か否か（サービ  

必要性・上限量を決定   取り巻く環境等を勘案して、  

給付の必要性■給付量を  

決定   （受入保育所の決定と－  

体的実施。）   

（3）サービス  ・基準を満たした保険医療  ・基準を満たした指定事業  ・基準を満たした指定事業  ・基準を満たした認可保  

の選択  機関の中から選択   者の中から選択   者の中から選択   育所の中から選択（※定見  

利用方法  を超える場合、市町村が公平  

（契約関係）              ・患者（被保険者）が保険  ・利用者が指定車業者と  ・利用者が指定車業者と   
な方法で選考。）  

医療機関と契約   契約   契約  
・利用者が市町村へ、入  

所希望保育所を記載の  

上、申込み  

医療（療養の給付）   介 護   障 害   保．育   

（4）サービス  公定価格   公定価格   公定価格   公定価格   

の価格   （※国が診療行為毎等に  （※国が地域等に応じサー  （※国が地域等に応じサ←  （※国が地域等に応じ市  

費用額を定めている。）   ビス毎に費用額を定めて  ビス毎に費用額を定めて  町村へ交付する「保育所  
いる。）   いる。）   運営費負担金」を定めて  

いる。）   

（5）給付方法  保険者が（現物給付の委  保険者（市町村）は利用者  市町村は利用者に、サー  ・市町村が保育所へ、委   

（補助方式）  託先である）保険医療機関  に、サービス費用の9割を  ビス費用の9割を給付（利・  託費（運営費）を支払い。  
に対し、給付に要する費用  用者補助）。  
を支払い  

（※実際の資金の流れとし  

（※なお、医療保険の中に   

は、療養費払い（償還払  者に代理して保険者（市  者に代理して市町村に請  

い）も併存。）   町村）に請求・受領。（代  

理受領））   

（6）利用者負  保険医療機関が、患者か  指定車業者が、利用者か  指定車業者が、利用者か  市町村が保護者から所   

担   ら、一部負担（被用者本  ら、サービス費用の1割を  らサービス費用の1割を徴  得に応じた利用料を徴収  

人については費用の3割  徴収（※所得に応じた負  収（※所得に応じた負担の  

等）を徴収（※所得に応じ  上限有り）  

た負担の上限有り）   



医療（療養の給付）   介 護   障 害   保 育   

（7）事業者参  ・保険医療機関の指定拒  ・指定事業者の指定拒否  ・指定事業者の指定拒否  ・保育所の認可拒否には   

入   否事由は法定されている  事由は法定されている  都道府県の裁量性が認  

められている（既存事業  

（指定拒否事由の概要）   

■ 当該医療機関に、指定  申請者が   申請者が  

取消など不正が認められ   ・法人格が無い   ・法人格が無い  

る  ・基準に適合しない  t基準に適合しない  

・開設者又は管理者の  
・刑罰や不正行為等が  ・刑罰や不正行為が  

刑罰や不正行為が認めら  

れる  
認められる  認められる  

場合に指定拒否事由に  
場合に指定拒否事由に  
該当。  該当。  

該当。  

※なお、居住系サービス  
※なお、病床数（入院  

については、都道府県又  
ベッド数）については、都道  

府県が医療計画において  
は市町村が事業計画にお  

いて定める必要量を超え  

定める基準量を超えるもの として勧告を受けた場合は 
、  

保険医療機関の指定の拒  
の指定拒否が可能。   

否が可能。  
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医療（療養の給付）   介 護   障 害   保 育   

（8）情報開   ・医療機関に都道府県に  ・指定車業者に都道府県  ・情報開示に関する制度  ・情報開示に関する制   

示・第三者  対する一定の事項（医療  に対する一定の事項（従  は特になし   度は特になし   

評価   従事者の数、治療結果  業者の数、経験年数等）  

情報等）の報告が求めら  

れており、都道府県が  
一括して公表  て公表  

力義務   努力義務   

・第三者評価の 受審は任  

意（上記の情報開示に  

係る報告事項の対象）   は第三者評価の受審を  

義務付け   
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現行の保育所の認可の仕組み  

（現行の保育所の認可の仕組み）  

○ 現行制度では、  

・五虹杜が認可保育所を設置しようとする場合は、都道府県知事への屁出   

市町村以外の暑が認可保育所を設置しょうとする場合は、都道府県知事による認可  

を経ることとされている。   

○都道府県知事は、市町村以外の者から認可の申請があった場合、都道府県及び市町村による保育需要に   

関する現状分析と将来推計を踏まえ、申請への対応を検討すること（「保育所の設置認可等こついて」平成十二年児発第二   

九五号通知）とされており、認可の可否に関する裁量が比鼓的広く認められている。   

○ なお、主体制限については、平成12年に撤廃されており、株式会社やNPO法人の参入も可能。   

ただし、施設整備補助は対象外とされている。  

（認可の効果）  

○ 現行制度では、市町村に認可保育所における保育の実施義務を課した上で、認可保育所における保育の   
実施に要する費用を市町村が支弁するものとされている。  
（※ 市町村が支弁した保育所運営費の負担割合は、  
・公立保育所は市町村10／10、   

・私立保育所は国1／2、都道府県1／4、市町村1／4。）   

○認可保育所となることの主たる効果は、この市町村による保育所運営費の支弁にある。   

○また、認可保育所にlも児章福祉施設最低基準の遵守が求められている。【→資料4P24】  

（保育の「実施義務の例外」との関係）  

○ 一方で、現行制度における市町村の保育の実施義務には、地域の保育所全体を通じて受入能力がない場合   

を含め、「付近に保育所がない等やむを得ない事由があるとき」は、認可外保育施設のあっせんを含む「その他   

適切な保護」で足りるものとされていることもあり（→※第12回（9／30）の課題）、待機児童がいる市町村の場合で   

必要な基準を満たしている場合であっても、認可されないことがあり得る。  

（参考）  

軒町寺寸  ：軋金権牡 法人  恕紐法人  欄摘鋸吾人  草根法人  窮塵珪：人  HPロ  ♯式金村二  胞人  モの憎   汁   

1l．即遵  lO▲l郎  q   まヱ†   l了1   2了1   5▲   11牒   苫1空   1旨   詑．岳鴫  

吐  京・買臓  学舷法 費法人  ・・ 式：  ，1宮人  その他  
療   3   5   0   

主づ】コ  J  10   α   S l空   百日   2   

冒11   Z  叩   2   き   l・之   

持1亭   1  ¢   8   匡  lT   D   6  

甘沌   コ  35   主   5   て2   き  芝4  5   ヰ   性  臼   

1・1；丁  苫了  i l   Z   2   G  1   

ヰ了   j1‡．．享   田     0   ！3      2で                     叩  38   ～   q  2   10  ラ  



現行の保育所に対する施設整備費補助の仕組み  

（現行の保育所に対する施設整備費補助の仕組み）  

○ 市町村が策定する整備計画に基づいて、以下の設置主体が保育所の施設整備（新設・修繕増築等）を行う   

場合に、定員規模、地域等に応じて、補助を行うもの。  

《対象法人》  

社会福祉法人、学校法人（幼保連携型認定こども園の保育所部分）、日本赤十字社、公益法人   

（※株式会社、NPO法人は対象外。なお、公立保育所の施設整備については平成18年度に一般財源化。）  

《国庫補助単価》 定員90名の新設の場合1施設当たり6千万円（事業費ベース1億2千万円）※加算により異なる  

《費用負担》 定額国1／2相当、市町村1／4相当、設置者1／4相当  
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現行の保育所運営真の仕組み  

（現行の保育所運営費の仕組み）  

○ 現行制度においては、  

（1）「基本分保育単伍1が①地域、②定員規模、③入所児童の年齢に応じて定められ、さらに  

（2）「民間施設給与等改善費加傾＝が職員1人当たりの平均勤続年数に応じて行われる仕組みとなっている。   

※「民間施設給与等改善費加算」については、余剰がなく給与改善等に支障を来すおそれのある民間施設における公私間  

の給与格差是正を目的にしているため、配当支出が行われている保育所については対象とならない。   

※ なお、保育単価は、あくまで国庫負担の基準として設けられており、都道府県・市町村による上乗せは可能。  

【16／100地域（東京23区）  

【民間施設給与等改善費加算率の前提となる職員1人当たりの平均勤続年数】  
‾  
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